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令和８年度 産業労働部の重点施策について 産 業 労 働 部

新ＡＫＩＴＡ ＤｅＸ人材育成事業 [108,715千円]
・中高生から大学生まで一貫した育成プログラムを実施し、県内事業者のＤＸ推進
を支援する機会を創出

拡外国人受入サポートセンター事業 [23,661千円]
・外国人材を受入れる企業への伴走支援、受入環境整備への助成のほか、秋田の魅
力や秋田で働く外国人材の声を現地に発信

新次世代につなぐ名店・名工カケハシプロジェクト [74,971千円][1千円]
・後継候補者等による存続プラン創出により地域経済の活性化を支援

新地域産業収益力アップ総合支援事業 [65,237千円]
・収益力の向上を目指し、中小企業・団体等が連携して行う取組や、地域の中核的
企業が行う取組を支援

あきた企業立地促進助成事業 [2,861,916千円]
・Ａターン者等の採用を進める企業の立地を促進し、工場の新増設に伴う設備投
資や本社機能等の県内移転等に要する経費を支援

はばたく中小企業投資促進事業 [142,515千円]
・事業拡大に向けた設備投資や雇用を行う中小企業を支援

拡産業集積投資促進事業 [30,303千円]
・今後の成長が見込まれる産業等の集積に向け、海外でのトップセールスを含む
誘致活動を展開

施策１ 「人への投資」と経営革新により中小企業の経営基盤を強化する

施策２ 成長分野への参入とイノベーションの促進で県内企業の挑戦を促す

施策３ 人材を呼び込むＧＸ関連産業等の集積を図る

拡新エネルギー関連産業集積拠点化推進事業 [46,708千円]
・発電事業者等とのマッチング支援や人材育成に対する助成等を行い、新エネル
ギー関連産業への県内企業の参入を促進

拡新エネルギー活用促進事業 [25,466千円]
・本県の多様で豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを生かし、再エネ工業
団地における電力供給体制の整備など、県内活用を促進

新ものづくり経営戦略強化支援事業 [35,179千円]
・積極的な商品開発、販路開拓、生産改革を通じ競争力強化を図る事業者を支援

航空機システム電動化研究・開発推進事業 [281,260千円]
・新世代（高効率）モーター等の研究成果を踏まえ、航空機以外の産業分野への
展開、専門人材育成等を行う県内大学を支援

拡スタートアップエコシステムＡＫＩＴＡ推進事業 [88,039千円]
・成長段階に応じた県内スタートアップの創出・育成や、県外・国外スタート
アップの誘致・定着を支援

賃上げ支援パッケージ

Ｒ８
当初

Ｒ７ 
12月

追加補正

Ｒ７ 
９月補正

最賃引き上げ緊急支援
賃上げ緊急支援事業

生産性向上支援
ものづくり革新総合支援事業(省エネ生産設備更新型）
商業・サービス産業経営革新事業（省エネ化等推進事業）
商業・サービス産業経営革新事業（中小企業デジタル化導入支援事業）

Ｍ＆Ａ支援
新次世代にツナグＭ＆Ａ加速化支援事業
（次世代につなぐ名店・名工カケハシプロジェクト） [50,000千円]
・Ｍ＆Ａを活用した生産性の向上や新事業展開の取組を支援

価格転嫁支援
拡取引適正化支援事業 [6,300千円]
・価格転嫁に取り組む事業者への専門家派遣による支援と事業者団体
の価格転嫁に関する研修等の費用の一部助成

生産性向上支援センター（R8.4設置予定）
専門サポーターが事業所訪問等を通じて、中小企業・小規模事業者の

生産性向上を支援（（公財）あきた企業活性化センター内に設置）

生
産
性
向
上

Ｍ
＆
Ａ

価
格
転
嫁

最
賃
引
き
上
げ
緊
急
支
援 賃上げ原資の確保

政策４
産業

○ “デジタル”や“グリーン”が大きな価値を持つ新しい時代の到来に際し、県内事業者のマインドチェンジと成長分野への参入、
Ａターンの促進につながる産業集積を進め、県民所得の向上を図る

○ 地域資源や伝統技術を生かした産業を守りながら、本来の価値を国内外へ売り込んでいく

政策に関する指標

所定内給与額[万円] 労働生産性（第２次産業）[千円/人] 労働生産性（第３次産業）[千円/人] 企業数（売上50億円以上）[社] 企業数（売上２０～５０億円）[社]

26.5（2024） → 30.6(2029) 9,289（2022） → 11,189(2029) 7,608（2022） → 9,163(2029) 132（2024） → 160(2029) 251（2024） → 308(2029)
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次世代につなぐ名店・名工カケハシプロジェクトについて【新規】 
 

産 業 政 策 課 
 

１ 目  的 
県内企業の後継者不足の解消を図り、早期の事業承継につなげるため、市町村や商工団体との 

連携により、後継候補者等の掘り起こしやマッチング等を支援する。 
 
２ 概  要  
（１）次世代カケハシネットワーク育成支援事業          １１,７０６千円 

早期事業承継の気運醸成に向けて、地域に残したい商品・サービスの存続を図る後継候補者
等の取組を促進する。 

 
①  次世代につなぐ味と技！カケハシプロジェクト 

創出促進事業 
   ・補助対象者  秋田県商工会連合会 
   ・対 象 経 費  ワークショップ・ＰＲイベント等の 

開催費、広報費、人件費等 
    ・補 助 上 限  １０,６２５千円（補助率 10/10） 
 

②  後継者等活動支援費補助金 
   ・補助対象者  後継候補者グループ 
   ・対 象 経 費  講師謝金・旅費、会議室使用料等 

    ・補 助 上 限  ２００千円（補助率 10/10） 
※５団体程度 

 
 

地域に残したい商品・サービス(イメージ) 

※Gemini により生成  
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（２）アトツギ・地域活力コーディネート事業           １２,８５３千円 

県及び商工団体にコーディネーター各１名を配置し、中小企業者等の事業承継ニーズの掘り
起こしや初動支援を行う。 

  
名称 役割 配置先 

アトツギ・地域活力
コーディネーター 

市町村と連携した事業承継ニーズの掘り
起こしや助言、県補助事業活用の提案等 

県（産業労働部） 

アトツギコーディネ
ーター 

商工団体と連携した事業承継ニーズの掘
り起こしや助言等 

秋田商工会議所 
 
補助上限５,６７５千円
(補助率 10/10) 

 
 
（３）地域アトツギ発掘連携支援事業                   ４１２千円 

商工団体や金融機関等による事業承継ワーキンググループに加え、市町村との連携体制を構
築し、事業承継に関するオール秋田での取組を推進する。 

   ・実 施 内 容  事業承継ワーキンググループ会議、市町村事業承継担当者会議の開催 
県外承継候補者とのマッチング旅費 等 
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（４）次世代にツナグＭ＆Ａ加速化支援事業            ５０,０００千円  
企業規模の拡大や経営の多角化及び事業の引継等を検討している中小企業者のＭ＆Ａを支援

するため、取組経費に対して助成する。 
・補助対象者   Ｍ＆Ａを希望する中小企業者 
・採 択 件 数   ３６件程度 
 

【対象経費、補助率、上限額】                         （単位：千円） 

 対象経費  補助率  上限額  
①譲渡型  
（売り手）  

Ｍ＆Ａの準備又は成立に要する経費  
（相手先探索費、仲介契約手数料、企業概要書作成費 等）  中小企業  

１／２  
 

小規模企業  
２／３  

１,０００ 

②譲受型  
（買い手）  

Ｍ＆Ａの成立に要する経費  
（相手企業資産査定料、仲介契約成功報酬 等）  ２,０００ 

③ＰＭＩ型  Ｍ＆Ａ成立後の経営業務の統合に要する経費  
（専門家への謝金、コンサルティング料 等）  １,０００ 

※ＰＭＩ：Post Merger Integration の略。Ｍ＆Ａ成立後の組織・業務・システムの統合プロセスのこと。 

 

３ 予算額                                                 ７４,９７１千円 
財源内訳   ○国 ５０,０００千円 
      ○一 ２４,９７１千円 

（地域未来交付金活用予定、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用） 
 

（１）次世代カケハシネットワーク育成支援事業              １１,７０６千円 
内訳 補助金（次世代につなぐ味と技プロジェクト）  １０,６２５千円 

〃 （後継者等活動支援）            １,０００千円 
職員旅費・需用費等                  ８１千円 
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（２）アトツギ・地域活力コーディネート事業              １２,８５３千円 

内訳  人件費                   ５,５８５千円 
旅費等                   １,５９３千円 
補助金                   ５,６７５千円 

 
 
（３）地域アトツギ発掘連携支援事業                              ４１２千円 

内訳  委託料（県外在住後継候補者とのマッチング等）    ９９千円 
報償費・旅費                             ２４４千円 
需用費・使用料                              ６９千円 

 
 

（４）次世代にツナグＭ＆Ａ加速化支援事業                 ５０,０００千円 
内訳   補助金                        ５０,０００千円 
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（参考） 
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制度融資について 

産 業 政 策 課 

１ 目 的 

県内中小企業が行う経営基盤強化や新事業展開等の多様な資金需要に対応するため、制度融資により資金

繰りの円滑化を支援する。 

２ 新規融資枠                                            （単位：億円） 
資 金 名 主な資金の内容 新規融資枠 

中小企業振興資金 一般資金、災害復旧資金 等 １３０  

経営安定資金  １２７  
 通常枠 ２１  

経営力強化枠、事業再生枠 ５６  
協調支援型特別枠【新設】 ５０  

新事業展開資金 再生可能エネルギー産業参入支援資金、事業承継資金、創業支援資金 等 ８８  
賃金水準向上資金  ６３  
その他資金 アグリサポート資金、再建企業特別融資資金、組織融資資金 １２  

合 計  ４２０  
 
 
３ 予算額            ２８,５０１,６４５千円 
 

財源内訳      ○諸      ２７,９６０,６０８千円   ※預託金元利金収入 

○一           ５４１,０３７千円 
 

内訳  預託金     ２７,８３５,０００千円 

                   保証料補助金     ６６６,６４５千円 
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４ 主な制度 
 
（１）経営安定資金 協調支援型特別枠【新設】  

     原材料価格の高騰、物価高、人手不足等の影響を受ける中小

企業者を支援する。 

・融 資 対 象 本資金と金融機関のプロパー融資を同時に

受ける者、または金融機関による事業計画の

策定支援を受け進捗の報告を行う者 

・融 資 枠 50 億円 

・貸付限度額 2 億 8,000 万円 

・貸 付 利 率 2.20％ 

・貸 付 期 間 10 年以内（据置３年以内） 

・保 証 料 1.27％以下 

 

（２）新事業展開資金 事業革新資金【拡充】  

     事業多角化や第二創業等の意欲的な新事業展開を図る中小

企業者を支援する。 

・融 資 対 象 「事業転換･多角化」、「新市場進出」、 

「海外進出」「第二創業」等を行う者 

・融 資 枠 9 億円  

・貸付限度額 2 億円 

・貸 付 利 率  1.95％ 

・貸 付 期 間 10 年以内（据置３年以内） 

・保 証 料 0.60％以下（一般） 

           0.00％（賃金水準向上計画を策定する方） 

 

 

 

 

 

（３）新事業展開資金 事業承継資金【拡充】 

Ｍ＆Ａ等の事業承継に取組む中小企業者を支援する。 

・融 資 対 象 事業承継を行う者 

・融 資 枠 50 億円 

・貸付限度額 2 億円 

・貸 付 利 率  1.95％ 

・貸 付 期 間 10 年以内（据置３年以内） 

・保 証 料 0.00％ 

 

 

 

 

（４）賃金水準向上資金 

   生産性向上や規模拡大により、賃金水準の向上に取り組む企

業に対して、社債発行による長期安定的な資金調達を支援する。 

・融 資 対 象 適債基準を満たし、給与総額及び初任給年率

平均 2.0％増を３年以上実施するための計画

を有する企業 

・融 資 枠 63 億円 

・貸付限度額 5.6 億円 

・貸 付 利 率  金融機関所定金利 

・貸 付 期 間 7 年以内（期日一括） 

・保 証 料 0.00％ 
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  地域産業収益力アップ総合支援事業について【新規】 

  （地域収益力向上支援事業） 

産 業 政 策 課 

１ 目 的 

  賃金上昇の基盤となる収益力の向上を図るため、製造業・非製造業を問わず中小企業等の多様な取

組を支援する。 

 

２ 概 要 

   ・補助対象  ①地域コラボタイプ 

           県内の中小企業・団体等が過半数を占める共同体（概ね３者以上） 

          ②５０ＰＬＵＳタイプ 

           年間売上１０億円以上又は従業員数 

１００人以上の県内中小企業 

   ・対象事業  収益力向上に資する取組（生産性向上、 

新商品開発、人材確保・育成、Ｍ＆Ａ・ 

事業承継、外国人材受入 等） 

  ・対象経費  調査費、広告宣伝費、備品購入費 等 

  ・補助期間  最長３年間 

  ・補助率等  ①地域コラボタイプ 

          補助率 ３／４   

補助金額（年額） 上限５,０００千円 

 

長年培ってきた経営資源や優れた技術をＭ＆Ａにより引継い

で経営規模を拡大し、新分野への進出や既存事業との相乗効果

の創出を図ることにより、売上５０億円以上の「フィフティ・

プラス・カンパニー（５０＋Ｃ）」を目指す。  

取組例：Ｍ＆Ａによる経営規模の拡大 

※本図表のイラストは Gemini により生成  
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         ②５０ＰＬＵＳタイプ 

          補助率 １／２   

補助金額（年額） 上限１５,０００千円 

   ・補助要件 ５年間で、労働生産性が年率平均３％以上、給与支給総額が年率平均２％以上の 

伸び率を達成する事業計画の策定 

 

３ 予算額                            ６５,２３７千円 

                        財源内訳  ○一  ６５,２３７千円 

                             （地域未来交付金活用予定） 

                  

内訳   補助金                   ６５,０００千円 
 

補助金の内訳   地域コラボタイプ   ５,０００千円×４件 

           ５０ＰＬＵＳタイプ １５,０００千円×３件 
 

          職員旅費等                    ２３７千円 
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大学生

中高生

ＡＫＩＴＡ ＤｅＸ人材育成事業について【新規】

デジタルイノベーション戦略室

１ 目 的

中高生・大学生を対象にデジタル技術を段階的に学ぶ育成プログラムを実施し、情報関連産業への関心を高めるとと

もに、県内事業者のＤＸを支援する機会を設けることで、将来的に県内で活躍するデジタル人材の創出・定着を図る。

２ 概 要

（１）事業内容

①ＤＸリテラシー育成プログラム
・プログラミング等のデジタル技術を学ぶ体験会

②地域課題デジタルＰＢＬプログラム ※PBL…課題解決型学習

・①で習得した技術を活用して県内の地域課題を解決する学習会
③ＤＸ推進スキル育成プログラム
・県内事業者のＤＸを推進するための技術を学ぶ学習会

④県内事業者ＤＸ支援ＰＢＬプログラム
・③で習得した技術を活用して県内事業者のＤＸを支援する学習会

（２）委託予定先 民間事業者(企画提案方式により決定)

就 職

起 業

【習得】デジタルスキル・ＤＸ推進スキル 【実践】課題解決・ＤＸ支援

①ＤＸリテラシー育成プログラム（レベル１）
１２０人程度 １日間（３か所）

③ＤＸ推進スキル育成プログラム（レベル３）

５０人程度 ２日間×４回（約２か月間)

②地域課題デジタルＰＢＬプログラム（レベル２）
５０人程度 ２日間×４回（約２か月間)

④県内事業者ＤＸ支援ＰＢＬプログラム（レベル４）

２５人程度 ２日間×４回（約２か月間)

県内事業者のＤＸを支援

県内事業者のＤＸ支援（イメージ）
※Geminiにより生成

県内定着

①ＤＸリテラシー育成プログラム（レベル１）
１２０人程度 １日間（３か所）

進学
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３ 予算額 １０８,７１５千円

財源内訳 １０８,７１５千円

（地域未来交付金活用予定）

内訳 委託料 １０８,４１６千円

委託料の内訳 指導者・伴走支援者等経費 ４０,０００千円

会場・機材及び体験・学習環境構築費 ２２,０００千円

実践活動・成果物導入等経費 １６,０００千円

広報宣伝・参加者募集経費 １０,０００千円

企画運営・事務局経費 ２０,４１６千円

職員旅費等 ２９９千円

事

○一
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ものづくり経営戦略強化支援事業について【新規】

地域産業振興課

１ 目 的

２ 概 要

３ 予算額 ３５,１７９千円

賃金上昇や物価高騰等により経営環境に大きな影響を受ける中、ものづくりの競争力強化を図る経営戦略を
策定し、積極的な商品開発、販路開拓、生産改革に取り組む中小企業者に対して、ハード、ソフト両面で支援
することにより付加価値の向上や創出を促し、賃金水準の着実な向上につなげる。

内訳 補 助 金 ３５,０００千円
職員旅費 １７９千円

・補助対象 県内において製造拠点を有する中小企業者
・対象経費 商品開発費や販路開拓費、製造に供する設備購入費・工事費等
・補助率等 小規模投資型：２／３以内（上限２,０００千円）

高額投資型：１／３以内（上限３,０００千円）
※補助事業者の事業計画の規模に応じてタイプの選択可
※中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画の承認を得た場合は加算
加算額：小規模投資型 ３,０００千円

高額投資型 ５,０００千円

新商品の企画・開発 生産性向上に向けた設備導入 積極的な販路開拓 目標達成

※Geminiにより生成 17



あきたの手しごとプロモーション事業について【新規】

地域産業振興課

１ 目 的

「藤田嗣治生誕140周年」、「秋田の行事90周年」を機に、文化大国フランスにおいて秋田の芸術や食のプロモー

ションを行う取組の一環として、欧州市場における伝統的工芸品等の販路拡大を目指す。

２ 概 要

一般財団法人自治体国際化協会（クレア）パリ事務所が主催する日本の伝統的工芸品等の展示販売会等に出展する。

・出 展 先 「『伝統と先端と』～日本の地方の底力～」（予定）

・会 場 パリ日本文化会館（パリ市内）

・出 展 時 期 令和８年１１月（開催期間：１２日間）

・出展事業者 樺細工、川連漆器、大館曲げわっぱ、秋田杉桶樽（予定）

・そ の 他 パリ市内において、教育庁や観光文化スポーツ部が連携して開催する「文化・伝統・食のプロ

モーションイベント」での実演等

３ 予算額 ８,５４０千円

内訳 委 託 料 ５,１００千円

委託料の内訳 派遣職人渡航費 １,７００千円
現地コーディネート １,７５０千円
多言語リーフレット等 １,６５０千円

需 用 費（体験用資材等） １,２４０千円
役務費等 ４８１千円
職員旅費 １,７１９千円
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＜「伝統と先端と」～日本の地方の底力～＞

クレアパリが平成25年から毎年パリ市内等で開催している企画展。日本の地方に根付いた伝統技術が現代の生活にモダンに

取り入れられた製品や、他分野の先端産業に使用された製品を展示・販売し、日本の伝統技術を発信するとともに、欧州での

テストマーケティングの機会を提供する展示会。（写真は過去の企画展の様子）
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１２９,７１９千円
１５１,５４１千円

※地域活性化対策基金繰入金

航空機システム電動化研究・開発推進事業について
（産学官共同電動化システム研究開発事業）

輸送機産業振興室
１ 目 的

２ 概 要

・事業内容 大学における次の３つの取組に要する経費を助成する。

秋田大学、秋田県立大学による企業と連携した新世代モーターの開発等を支援することで、県内企業の技術力と競争力の強
化を図る。（地方大学・地域産業創生交付金（展開枠）令和６年度～令和９年度）

① 航空機システム電動化関連

航空機推進用大出力モーターの試作・検証、電動燃料ポンプ主要部品の県内生産技術の確立に向けた研究開発

② 他産業展開関連

電動船推進用大出力モーターの試作・検証

③ 専門人材育成関連

製品改良のリードタイム短縮等に貢献できる人材の育成

・補助対象 秋田大学、秋田県立大学

・補 助 率 １０／１０（国２／３、県１／３ 等）

３ 予算額 ２８１,２６０千円

内訳 外部招へい者旅費等 １,０００千円

補助金 ２８０,２６０千円

補助金の内訳 人件費・旅費 ３８,１００千円
研究設備・物品費 ２７,２８０千円
設計・試作費等 ２１４,８８０千円

専門人材育成の取組

財源内訳 電動船推進装置
（イメージ）

航空機推進系大出力モーター
（イメージ）

出所：秋田大学 出所：秋田大学

新開発モータ

○国
○入

（地方大学・地域産業創生交付金（展開枠）活用）
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４ これまでの実績と今後について
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取引広がる！輸送機産業マッチング促進事業について【新規】

輸送機産業振興室
１ 目 的

２ 概 要

県内企業を対象に発注説明会、個別商談会を開催するとともに、商談後のフォローアップを行う。

近年、Tier１企業をはじめとする輸送機関連企業の県内集積が進んでいる中、県内企業間のサプライチェーン構築を促進し、
取引拡大と地域経済の活性化を図る。

① 発注説明会の開催
県内企業への発注案件を有する企業から発注情報を説明する。

② 個別商談会の開催
発注説明会で共有された情報に基づき、個別商談を行う。

③ 成約に向けた実務支援
個別商談後も支援機関や発注企業等と連携し、技術・コスト面の課題解決に当たる。

３ 予算額 １,４２１千円

内訳 職員旅費 ９２５千円
会場使用料等 ４９６千円

２４８千円
１,１７３千円

財源内訳

【事業イメージ】

①発注説明会 ②個別商談 ③成約支援
ニーズ把握 即日商談

新規受注！！

成約への連携サポート

設計書
県内企業

県 支援機関

発注企業

自動化ライン導入

カンバン方式導入

前行程

後行程

機械加工
G-01

組立
Z-99

整理番号：123
かんばん【組立】

品番：123-45678
品名：フロントアスクル
生産個数：50個

ドアミラー

○国
○一

（地域未来交付金活用予定）

※本図表の画像はGeminiにより生成 22



 

あきた企業立地促進助成事業について 
  

産 業 集 積 課 

クリーンエネルギー産業振興課 

１ 目 的 

  本県経済に対し波及効果の大きい企業の立地を促進するため、工場の新増設等の設備投資に係る

費用の一部を助成する。 
 

２ 概 要 

（１）あきた企業立地促進助成事業（改正前の制度） 

①設備投資支援型 

・対 象 業 種  製造業、情報通信関連型企業、エネルギー供給業、洋上風力発電に係る 

建設・メンテナンスサービス等を行う事業、研究開発型企業 

・投資額要件  ３億円以上(土地代を除く) 

・雇 用 要 件  新規常用雇用者１０人以上  
・補 助 率  １０％（加算措置あり）  
・限 度 額  ５億円（既存立地企業の場合は３億円。要件に応じた限度額の加算あり）   

②事業集約支援型  
・対 象 業 種  県内に事業集約する製造業及び製造関連サービス業  
・投資額要件  事業集約に伴う経費１千万円以上  
・雇 用 要 件  新規常用雇用者２人以上  
・補 助 率   ２０％  
・限 度 額   ２千万円  
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（２）本社機能等移転促進事業 

・対象業種  県内に本社機能等を移転する企業 

・対象経費  建物及び付属設備、従業員の転居等に要する費用 

・雇用要件  新規または移転による増加常用雇用者数２人以上（役員含む）  
・補 助 率  ４０％（新規常用雇用者の給与が首都圏と同等の場合は５０％）  
・限 度 額  ４千万円  

 

３ 予算額 

  ２,８６１,９１６千円 
  
【産業集積課分】 

２,６６０,０００千円（※） 
財源内訳 

               ２１９,１６３千円 
            ２,４４０,８３７千円 

（電源立地地域対策交付金活用） 
  

  内訳 
補助金   ２,６６０,０００千円  

    
事業内訳 
（１）あきた企業立地促進助成事業 

２,５００,０００千円 
 

（２）本社機能等移転促進事業 
１６０,０００千円 

 
  
【クリーンエネルギー産業振興課分】  

２０１,９１６千円（※） 
財源内訳  

２０１,９１６千円 
 
 

  
内訳 

補助金  ２０１,５５２千円  
事務費          ３６４千円               

※ 全額について改正前の制度を適用  
（令和７年度以前の指定申請分）  

 

 

○国
○一

○一
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《別表》

あきた企業立地促進助成事業

【産業集積課分】 　　【クリーンエネルギー産業振興課分】

ＤＯＷＡセミコンダクター秋田（株） 秋田市 2,602,098 300,000 300,000 1 秋田エコプラッシュ（株） 能代市 400,000 60,000 60,000

（株）グラノプト 能代市 3,372,000 500,000 300,000 2 秋田ジンクソリューションズ（株） 秋田市 1,774,730 66,552 66,552

松田畜産（株） 秋田市 2,879,624 500,000 300,000 3 秋田製錬（株） 秋田市 2,586,708 75,000 75,000

イリソ電子工業（株） 横手市 5,591,500 1,000,000 500,000 3件 4,761,438 201,552 201,552

（株）ハイテック・システムズ 秋田市 2,000,000 400,000 300,000 364

（株）ＵＮＭファーマ 秋田市 2,000,000 500,000 300,000 201,916

（株）プレステージインターナショナル 潟上市 3,000,000 500,000 500,000
※企業名称は申請時点の名称

本社機能等移転促進事業

件　数
R８年度

当初予算額
（千円）

　40,000千円（１社当たり上限額）　 4件 160,000

7件 21,445,222 3,700,000 2,500,000 14件 2,861,916合　　　　計

所在地

投下固定資産

R８年度
当初予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

補助金　計

事務費

計

1

2

3

4

5

6

7

R８年度
当初予算額
（千円）

番
号

企　業　名

計

対象額
（千円）

補助予定額
（千円）

番
号

企　業　名 所在地

投下固定資産
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＜参考＞         あきた企業立地促進助成事業の改正について 

【あきた企業立地促進助成事業補助金（設備投資支援型）等】 
 
１ 目 的 

  本県の人口減少の抑制を図るためＡターン者等の採用を進める企業の立地を促進し、工場の新増設等の 

設備投資、本社機能等の県内移転等に係る費用の一部を助成する。 
 

２ 概 要 

⑴    対象拡充：福利厚生施設（寮や託児所）の単独設置も補助対象  
⑵ 基本補助率、雇用要件の主な改正内容 

 改正案 現 行  
基本補助率  ５％ １０％  
雇用要件  Ａターン者等もしくは新卒常用雇用者１人以上 新規常用雇用者１０人以上（研究開発型５人以上） 

⑶ 補助金交付の２段階化 

     交 付 １ 回 目：基本補助率５％分と業種等加算措置分（※）を乗じた補助金を交付  
（操業開始から１年以内）  
交 付 ２ 回 目：Ａターン者等加算措置分を乗じた補助金を交付（５％～２０％）  
（操業開始から３年以内）  

   ※ 今回の改正で次の加算措置について改廃を実施（いずれも５％加算措置）  
      廃止する加算措置  ・新規常用雇用者５０人以上  

・研究開発型企業  

・新規常用雇用者のうち３５歳未満の女性が５割以上 

     追加する加算措置  ・非正規雇用者５人以上を正規雇用者として雇用 

⑷ 適 用 

      令和８月４月１日から適用 
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県・市町村立地基盤整備連携事業について 
産 業 集 積 課    

１ 目 的 

企業誘致のために新たな立地基盤整備を行う市町村に対し、費用の一部を助成する。    
２ 概 要 

・補助対象  県との連携により新たに工業団地の整備を 

行う市町村（横手市） 

・対象経費  宅地造成費用（用地取得費・工事費） 

・補 助 率  １／２ 

・限 度 額  １㌶あたりの上限額   ３０,０００千円 

              事業あたりの上限額               なし 

             
３ 予算額    １５０,０００千円（補助金）※ 

    内訳   

横手市  １５０,０００千円 

 

※ 制度改正前（令和７年度以前）の協定締結分 

 

 

横手市柳田字五大尊（Ａ＝５.０ha） 
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４ 県・市町村立地基盤整備連携事業の改正について 

（１）立地基盤整備連携事業【変更】 

   ① 補助対象経費の拡充 

     企業への分譲用地に加え、敷地内道路や緑地等の公共用地も補助対象に追加 

② 補助率の変更 

 （変更前）１／２  → （変更後）１／４ 

   ③ 補助上限の変更（設定） 

    ・１㌶あたりの上限額   ３０，０００千円 

     ・事業あたりの上限額  ６００，０００千円 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（２）適 用 

   令和８年４月１日以降に協定を締結する連携事業から適用 

対象経費拡充のイメージ 

28



 

スタートアップエコシステムＡＫＩＴＡ推進事業について 

商 業 貿 易 課 

１ 目 的 

革新的なビジネスモデルによって社会を変革しつつ、短期間で急成長を遂げるスタートアップを県内に創

出するための環境（エコシステム）を構築する。 

 

２ 概 要 
 
（１）地域プラットフォーム運営事業           ２５,６２８千円 

・支援対象  スタートアップを目指す者、スタートアップ 

・実施内容  地域プラットフォーム運営（支援者連携調整、勉強会の開催等） 

オンライン相談窓口対応、対面相談会の開催 

認定スタートアップ伴走支援 等 

（事業計画ブラッシュアップ、ＰＲ・ブランディング支援等） 
 
（２）県内スタートアップ成長促進事業           ４,０００千円 

・支援対象  概ね創業１０年未満の県内スタートアップ 

・実施内容  認定スタートアップを選定し、事業拡大に要する経費を補助 

   ・補助率   １／２以内 

・限度額   １,０００千円 
 
（３）スタートアップ成長加速化事業【新規】          ８,０５１千円 

・支援対象  概ね創業５年未満の県内スタートアップ 

・実施内容  ①ビジネスモデル確立に向けた定期メンタリング 等 

②ビジネスモデルの検証等に要する経費の補助 

・補助率  一般：１／２以内、学生：４／５以内 

・限度額  ５００千円 

 

29



 

（４）県外スタートアップ呼び込み強化事業【新規】     １８,７１５千円 

①県外スタートアップと県内協力者の共創によるビジネスモデル創出支援 

・実施内容   首都圏等のスタートアップ集積拠点と連携した交流イベント、マッチング 等 

②県外スタートアップの実証・実装事業に係る経費の補助 

・支援対象   概ね創業１５年未満の県外スタートアップ（未上場） 

・実施内容  県外スタートアップが取り組む実証・実装の伴走支援 

・補助制度  (a)実証事業に要する経費の補助 

(b)県内実証後の社会実装に向けた取組への補助 

・補助率   １／２以内（※(b)のうち立地認定スタートアップは２／３以内） 

・限度額  １,０００千円 
     

（５）国内外エコシステム関係構築事業【新規】      １０,７０２千円 

・実施内容   機運醸成イベント開催 

大規模国際スタートアップイベントへのブース出展 

国内外向けＰＲコンテンツ制作 等 
     
（６）県内企業×スタートアップ交流連携促進事業【新規】     ４,９４６千円 

・実施主体   （公財）あきた企業活性化センター 

・実施内容   オープンイノベーション創出に向けたセミナー 

          交流イベントの開催 等 
     
（７）ＡＫＩＴＡ－フィンランド経済連携推進プロジェクト    １５,９９７千円 

・実施内容   スタートアップ誘致に向けたトップセールス 

相互進出に向けた環境整備 
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３ 予算額             ８８,０３９千円 

財源内訳    ○一   ８８,０３９千円 

             （地域未来交付金活用予定） 
  
（１）地域プラットフォーム運営事業        ２５,６２８千円 

内訳   委託料                    ２４,０８７千円 

  委託料の内訳 プラットフォーム運営    ６,９００千円 

      オンライン相談窓口等   １０,２１１千円 

      認定ＳＵ伴走支援等    ６,９７６千円 

 旅費等          １,５４１千円 
   
（２）県内スタートアップ成長促進事業          ４,０００千円 

内訳   補助金                      ４,０００千円 
   
（３）スタートアップ成長加速化事業         ８,０５１千円 

内訳   委託料                     ５,４６７千円 

              委託料の内訳 メンタリング・ワークショップ等  ５,４６７千円 

             補助金            ２,５００千円 

             需用費等             ８４千円 
   
（４）県外スタートアップ呼び込み強化事業       １８,７１５千円 

内訳    委託料                   １２,１７８千円 

     委託料の内訳 ＳＵ集積拠点連携交流イベント  ３,６８８千円 

       県外ＳＵコーディネート等  ８,４９０千円 

 補助金          ６,０００千円 

 旅費等           ５３７千円 
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（５）国内外エコシステム関係構築事業        １０,７０２千円 

       内訳        委託料                       １０,１８７千円 

  委託料の内訳 機運醸成イベント企画運営   ６,２９８千円 

       大規模イベント出展     １,０９６千円 

       ＰＲコンテンツ（動画）制作  ２,７９３千円 

             旅費等                     ５１５千円 
    
（６）県内企業×スタートアップ交流連携促進事業            ４,９４６千円 

       内訳     補助金                      ４,９４６千円 
    
（７）ＡＫＩＴＡ－フィンランド経済連携推進プロジェクト           １５,９９７千円 

       内訳     委託料                     １０,３６３千円 

              委託料の内訳 トップセールス調整・通訳等  ５,０６４千円 

                     相互進出コーディネート   ５,２９９千円 

              旅費等                   ５,６３４千円 
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【事業名】

　① 地域プラットフォーム運営事業 　　　 　② 県内スタートアップ成長促進事業　　      ③ (新)スタートアップ成長加速化事業
　④ (新)県外スタートアップ呼び込み強化事業　　　　　　　　  　⑤ (新)国内外エコシステム関係構築事業
　⑥ (新)県内企業×スタートアップ交流連携促進事業         　　⑦ AKITA－フィンランド経済連携推進プロジェクト 33



 

地域商業販売力強化プロジェクト事業について 

商 業 貿 易 課 

１ 目 的 

エネルギー等の価格高騰の影響を受けている県内商店街等の活性化を図るため、商店街等の団体が実施

する消費喚起等の活動に対し助成する。 
 

２ 概 要 

・補助対象者    商店街等の振興を目的とする団体、県内中小企業者等で構成される団体 

・補助対象経費    消費喚起のためのイベント開催・クーポン発行等に要する経費 

・補助対象期間    令和８年４月から令和９年１月２９日まで 

・補  助  率    １０／１０ 

・補助上限額    加盟事業者数５０以上の団体     ： ５,０００千円 

          加盟事業者数３０以上５０未満の団体 ： ３,０００千円 

          加盟事業者数３０未満の団体     ： ２,０００千円 

・委託予定先   秋田県中小企業団体中央会 
 

３ 予算額                     ３１３,３９０千円 

                             財源内訳        ３１３,３９０千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用） 
 

内訳     補助金                       ３００,０００千円 

委託料                          １１,９２０千円 

委託料の内訳  申請窓口業務（人件費：２人分）   １０,１０５千円 

     広告宣伝費                １,８１５千円 

        事務費                           １,４７０千円 

 
 

34



海外展開・交流支援事業について 
（海外展開ステップアップ支援事業（秋田の輸出牽引企業等連携促進事業【新規】）） 

 
                                        商 業 貿 易 課 

１ 目 的 
  海外展開に挑戦する企業が実績のある企業と連携して行う取組や、異業種間での連携により相乗効果が 
 期待される取組等を支援することにより、県内企業の海外展開を促進し、輸出拡大を図る。 
 
２ 概 要 
 
（１）秋田の輸出牽引企業等連携促進事業費補助金（クラスター枠） 
   ・補助対象  県内に本社又は事業所を有する中小企業が２者以上で構成するグループ 
   ・対象経費  見本市等への出展、海外現地調査、商品改良等に要する経費 
          （輸送経費、出展経費、旅費、通訳費、研究開発費 等） 
   ・補助率等  ２／３ 
   ・限 度 額  １,２００千円 ３件 
 
（２）海外展開ビジネスセミナー・マッチング交流会の開催 
   企業連携の成功事例等を紹介するセミナーや共同で海外展開する企業同士をマッチングする交流会を 

開催する。 
 
３ 予算額                        ４,２３５千円 
                     財源内訳    ４,２３５千円 
              （物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用） 
 
（１）秋田の輸出牽引企業等連携促進事業費補助金      ３,６００千円      
              内訳   補助金                ３,６００千円 
 
（２）海外展開ビジネスセミナー・マッチング交流会の開催    ６３５千円 
              内訳  講師謝礼           ３０千円 
                  職員旅費等         １４５千円 
                  会場使用料、消耗品等    ４６０千円 
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海外展開ステップアップ支援事業 

  

（参考） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１６,６７０千円 

 

海外展開の段階に応じた総合的なサポート 

海外展開支援事業（継続） 
 

秋田の輸出牽引企業等 
連携促進事業（新規） 

 ４,２３５千円 ９,２８３千円 

初めての海外展開 複数企業の連携 新たな販路開拓 

〔クラスター枠〕 
補助率：２／３ 
限度額：１,２００千円 
件 数：３件 

〔一般枠〕 
  補助率：１／２ 
  限度額：８００千円 
  件 数：９件 

〔はじめの一歩応援枠〕 
  補助率：２／３ 
  限度額：６００千円 
  件 数：３件 

〇補助事業以外                ３,１５２千円  
 ・あきた海外展開支援ネットワーク      ９０千円 
  ネットワークを構成する貿易支援機関による支援 
  （貿易支援機関：ジェトロ、貿易促進協会、金融機関、商工団体、秋田市 等） 
 
 ・デジタル販路開拓支援事業（新規）    １,５８９千円 
  デジタルツール活用セミナーの開催や個別相談、専門家の派遣等の支援 
 
 ・その他（ジェトロ秋田負担金等）     １,４７３千円 
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新エネルギー導入促進事業について 

 

クリーンエネルギー産業振興課 

１ 目 的 

  新エネルギーの導入に関する県民の理解促進を図るとともに、洋上風力発電の導入促進に向けた 

環境整備を行う。 

 

２ 概 要 

（１）新エネルギー普及啓発事業            ８,７１８千円 

   新エネルギーの導入に関する県民の理解促進を図る。 

①全戸配布広報紙（２頁×１回）、新聞広告（３紙×１回）による広報 

   ②理解促進イベントの開催 

 

（２）洋上風力発電導入促進事業            ５,８４５千円 

   洋上風力発電の更なる導入拡大に向けた環境整備を行う。 

   ①再エネ海域利用法に基づく協議会の運営 

   ②地域共生に係る市町村会議の開催 

   ③浮体式洋上風力発電の適地検討【新規】 

・県内外の漁業団体、海運団体へのヒアリング等調査 

    ・漁業者や関係市町との意見交換会の開催 

 

 

 

 

R7 理解促進イベント 
（県民向けセミナー） 

再エネ海域利用法に基づく協議会 
（能代市、三種町及び男鹿市沖） 
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３ 予算額                     １４,５６３千円 

財源内訳     ○国    ３,６００千円 

      ○諸     １,２８１千円 

      ○一    ９,６８２千円 

 

（１）新エネルギー普及啓発事業               ８,７１８千円 

内訳  新聞広告等掲載料          ３,８１０千円 

           委託料                ３,６９４千円 

（新聞広告等の企画、理解促進イベントの実施）  

職員旅費、会場使用料等       １,２１４千円 

 

（２）洋上風力発電導入促進事業            ５,８４５千円    

内訳  先進事例調査旅費等         １,４３５千円 

          職員旅費、会場使用料等       ４,４１０千円 
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新エネルギー関連産業集積拠点化推進事業について 

 

クリーンエネルギー産業振興課 

１ 目 的 

  新エネルギー関連産業の成長を新たな産業創出の機会と捉え、県内企業の参入等を促進する。 

 

２ 概 要                                   

（１）新エネルギー関連産業参入支援事業       １８,１６６千円 

   ①発電事業者・メーカーと県内企業のマッチング 

    ・「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」の運営 

    ・個別マッチング等の実施 

    ・県内風力発電関連企業ガイドブックの作成 

 

   ②新エネルギー関連産業への参入に取り組む県内企業等への支援 

    ・洋上風力発電関連産業高度支援アドバイザーの派遣 

    ・参入体制の強化に向けた取組への助成（補助金） 
 
 

 

 

 

 

 

 

区分 補助対象経費 補助率 限度額 

人材育成 風力発電メンテナンス等に必要な資格等の

習得に要する経費 

１／２ １人当たり５０万円 

参入体制構築 先進的点検機器の導入や試作品の製造等に

要する経費 

１／２ １件当たり２５０万円 

R7 あきた洋上風力発電関連産業フォーラム 
（ビジネスセミナー） 
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（２）風力発電先進的点検技術研究開発事業【新規】  １３,０００千円 

   風力発電設備の点検における県内企業の技術力の向上により、点検精度の向上と関連産業の

振興を図るため、秋田大学と連携し、先進的点検技術の研究開発を行う。 

・期  間  令和８年度～令和１０年度 

・負担割合  １／２（県 １０／１０） 

・研究内容  ＡＩ活用による判定評価に向けた点検データの集積・分析 

 

（３）洋上風力発電関連先行投資者支援事業      １１,５００千円 

   洋上風力発電事業における事業者撤退の影響を軽減するため、先行して設備投資を実施した

県内企業の借入金利子の一部を助成する。 

・対象期間  令和８年４月～令和９年３月 

        ※ 当該２海域に係る再公募において事業者が決定するまでの期間を想定。 

・補 助 率  １／２（県 １０／１０） 

・限 度 額  ４００万円 

・件  数  ６件 

 

（４）新エネルギー関連産業人材育成事業        ４,０４２千円 

①洋上風力発電関連産業を担う次世代人材の育成 

・県内高校における企業連携を通じた課題研究の実施 

・教員向け講演会及び情報交換会の開催 

②県内大学における講義の実施 

③県内学校における啓発活動の展開 

・県内関連企業等と連携した出前講座の実施 

・県内中高生・保護者向け啓発資料の作成 

 

県内関連企業と連携した 
県内高校への出前講座  
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３ 予算額                     ４６,７０８千円 

財源内訳   ○国     １,５００千円 

     ○入    ４４,６７１千円 
※地域活性化対策基金繰入金 

     ○諸       ５３７千円 

 

（１）新エネルギー関連産業参入支援事業       １８,１６６千円 

内訳  補助金（人材育成・参入体制構築）  ８,８００千円 

アドバイザー謝金・旅費       １,９６４千円 

 講師等謝金・旅費            ５８６千円 

職員旅費、会場使用料等       ６,８１６千円 

 

（２）風力発電先進的点検技術研究開発事業      １３,０００千円 

内訳  補助金              １３,０００千円 

 

（３）洋上風力発電関連先行投資者支援事業      １１,５００千円 

内訳  補助金              １１,５００千円 

          

（４）新エネルギー関連産業人材育成事業        ４,０４２千円 

内訳  啓発資料印刷費           ２,４６４千円 

 講師等謝金・旅費            ６５１千円 

          職員旅費、会場使用料等         ９２７千円 

 

 

41



 

 

 

 

新エネルギー活用促進事業について 

 

クリーンエネルギー産業振興課 
    
１ 目 的 

  本県の多様で豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを生かし、県産再生可能エネルギーの

県内における活用を促進する。 
        
２ 概 要 

（１）ＣＣＳ・水素エネルギー導入促進事業        ２,１０６千円 

本県沖におけるＣＣＳ事業への県内企業の参画を促進するとともに、 

水素サプライチェーン形成に向けた取組を促進する。 

・ＣＣＳ及び低炭素水素に関するセミナーの開催、先進事例調査等 
        

（２）地熱エネルギー多面的利用促進事業         ６,４４４千円 

地場産業等での活用など地熱エネルギーの多面的な利用を促進する。 

①地熱利活用に向けた先進事例調査 

②地熱資源の利活用に関するセミナーの開催、環境イベント出展等 

 

 

R7 ＣＣＳセミナー（秋田市） 

R7 地熱多面的利用の先進地調査  

（木材乾燥施設：大分県）  
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年度 主な実施内容

R8
電力供給事業体の担い手の募集・決定
電力供給事業の立ち上げ（年度内）

R9
電力調達・供給に係る諸条件の決定・
手配

R10 工業団地への電力供給開始

 

（３）再エネ電力供給体制構築事業           １３,８３０千円 

   再エネ電力の県内での活用に向けた取組を推進する。 

   ①再エネ工業団地の実現に向けた体制整備 

    ・電力供給事業等を実施する事業体の募集・選定 

    ・県外企業への再エネ工業団地のＰＲ活動 

②再エネ電力の地産地消の推進 

・電力マネジメント事業者等の実態調査 

・県内企業向けセミナーの開催等 

 

 

（４）次世代型地熱発電導入促進事業【新規】       ３,０８６千円 

   超臨界地熱発電等の次世代型地熱発電について県民や地元 

関係者等との調整・理解促進を行うとともに、本県への先行 

開発誘致に向けた取組を展開する。 

①地元関係者等を対象とした勉強会開催 

②先行開発に向けた事業者への誘致活動 

③全戸配布広報紙による県民向け広報 

 

 

 

 

 

電力供給開始までの想定スケジュール 

超臨界地熱発電のイメージ  
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３ 予算額                     ２５,４６６千円 

財源内訳    ○国    １８,０８５千円 

○一      ７,３８１千円 

 

（１）ＣＣＳ・水素エネルギー導入促進事業       ２,１０６千円 

      内訳  セミナー講師謝金・旅費        ３８９千円 

職員旅費、会場使用料等       １,７１７千円 

 

（２）地熱エネルギー多面的利用促進事業        ６,４４４千円 

      内訳  セミナー講師等謝金・旅費      ３,４３６千円 

委託料等（環境イベントの出展等）    ７８２千円 

職員旅費、会場使用料等       ２,２２６千円 

 

（３）再エネ電力供給体制構築事業          １３,８３０千円 

      内訳  委託料              １０,０００千円 

          （電力供給事業体の公募・選定等に関する支援業務） 

検討委員等謝金・旅費          ８５５千円 

職員旅費、会場使用料等      ２,９７５千円 

 

（４）次世代型地熱発電導入促進事業           ３,０８６千円 

      内訳  勉強会講師謝金・旅費          １４１千円 

委託料等（全戸配布広報紙）     １,６５９千円 

職員旅費、会場使用料等       １,２８６千円 
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人材確保・定着推進事業について

（働き方アップデートモデル創出事業【新規】）

雇用労働政策課

１ 目 的

フルタイムでの就業が難しい方や、就業経験が少ない就職氷河期世代の方など、潜在労働者の就労促進を図るため、
多様で柔軟な働き方を進める企業のモデル事例を創出し横展開を図ることにより、県内企業の労働力不足の解消を図る。

働き方アップデート 正社員雇用に限定せず、多様で柔軟な働き方を取り入れることで新たな労働力を確保

２ 事業内容

①意識啓発セミナー

・短時間勤務や在宅ワークなど多様で柔軟な働き方を導入する意義や必要性

・「年収の壁」を意識せずに働く時間を延長することができる環境づくり

・スポットワークを活用した人材確保、長期雇用につなげる工夫

②企業の伴走支援

・勤務形態の多様化や労務管理の見直しに向けた専門家派遣

③好事例の横展開

・県内企業の取組報告会の開催等

３ 予算額 ６,６４７千円

財源内訳 ４,９８５千円
１,６６２千円

（地域就職氷河期世代等支援推進交付金活用）

内訳 委託料 ６,６４７千円

委託料の内訳 セミナー開催費等 ２,０１４千円
専門家派遣 ４,６３３千円

○国
○一

スポットワーク（イメージ）
※Geminiにより生成
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外国人材受入サポートセンター事業について
雇用労働政策課

１ 目 的

県内企業における人材不足に対応するため、外国人材の採用から育成、定着までの伴走支援や受入れ環境の整備等を
を支援する。

２ 概 要

（１）外国人材受入サポートセンター運営事業 ９,４３９千円
外国人材の雇用に係る相談窓口を設置し、採用から定着までワンストップで県内企業のサポートを行う。
・県内企業への相談対応
・専門家派遣による伴走支援
・業種別の出前講座、採用・定着セミナーの開催
・市町村、業界団体等との連絡協議会の開催

（２）外国人材受入加速化事業（外国人材定着支援事業費補助金） １０,０００千円
外国人材が働きやすく、住みやすい環境の整備を支援し、外国人材の定着を図る。
・補助対象者 外国人材を受入れている県内企業等
・対 象 経 費 就業・生活環境の整備、日本語学習支援、地域との共生等に要する経費
・補 助 率 １／２
・限 度 額 ５００千円

（３）外国人材プロモーション事業【新規】 ４,２２２千円
秋田で働く魅力や外国人材の声を海外に発信するため、ＰＲ用動画やパンフレットを多言語で作成し、秋田の認知度

向上を図る。
・内 容 秋田で働く外国人材へのインタビュー、秋田の自然や食の魅力、首都圏との生活費の比較
・言 語 ４か国語（インドネシア、ベトナム、フィリピン、ミャンマー）
・利 用 方 法 ＳＮＳによる発信、県内企業、監理団体等による海外での採用活動において使用

【参考】令和７年度の活動状況（１月末時点）
・相談件数（延べ） １９４件
・伴走支援企業数 ７５社
・出前講座・セミナーの開催 ２４回

補助金活用例（交流会の様子）
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３ 予算額 ２３,６６１千円

（１）外国人材受入サポートセンター運営事業 ９,４３９千円

内訳 委託料 ９,２６８千円

委託料の内訳

人件費、運営費（使用料、貸借料等） ６,５６６千円

広報費、セミナー等開催経費 ２,７０２千円

職員旅費等 １７１千円

（２）外国人材受入加速化事業（外国人材定着支援事業費補助金） １０,０００千円

内訳 補助金（５００千円×２０件） １０,０００千円

（３）外国人材プロモーション事業 ４,２２２千円

内訳 委託料 ４,２２２千円

委託料の内訳

ＰＲ動画作成 ３,１６６千円
パンフレット作成 １,０５６千円
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令和８年度　秋田県公営企業会計の当初予算について
公 営 企 業 課

１　電気事業会計

（１）収益的収入及び支出
（単位：千円）

収益的収入 収益的支出
款 項 目 予定額 款 項 目 予定額 備　考

1 事業収益 1 事業費

1 営業収益 1 営業費用

1 電力料 うちＦＩＴ分 1 水力発電費 減価償却費

修繕費

2 営業雑収益 管理受託収入 人件費

容量市場収益 2 送電費 委託費

2 財務収益 人件費

1 受取配当金 東北電力株式配当金 3 一般管理費 人件費

2 受取利息 貸付金利息 物件費

預金利息 2 財務費用

3 営業外収益 1 支払利息 企業債利息

1 長期前受金戻入 借入金利息

2 事業外収益 3 附帯事業費用

1 発電所周辺地域 助成金

等振興事業費用 委託費

4 営業外費用

1 事業外費用

2 消費税及び地方

消費税

3 事業外固定資産
管理費

5 予備費

1 予備費

収支差

備　考

6,984,825 4,689,008

6,937,642 4,636,423

6,631,577 4,220,991 1,071,713

1,499,840 860,600

306,065 29,160 656,555

265,163 85,630 44,330

28,191 26,235

173 329,802 210,620

28,018 14,210 90,777

13,808 1,217

18,992 1,217 862

18,623 355

369 27,617

27,617 22,000

5,000

21,751

2

21,549

200

2,000

2,000

2,295,817
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（２）資本的収入及び支出
（単位：千円）

資本的収入 資本的支出

款 項 目 予定額 款 項 目 予定額 備　考

1 資本的収入 1 資本的支出

1 受託金 1 建設費

1 改良工事受託金 1 成瀬発電所建設費

2 他会計からの長期 2 鳥海発電所建設費

貸付金償還金 3 蓄電所建設費

1 工業用水道事業 2 改良費

会計からの長期 1 発電所改良費 八幡平第二発電所

貸付金償還金

皆瀬発電所

素波里発電所

2 発電事務所改良費 玉川発電事務所

大館発電事務所

秋田発電事務所

3 業務設備改良費 公営企業課

3 企業債償還金

1 企業債償還金

4 建設準備費

1 中小水力開発 新規開発地点の調査

調査費

5 予備費

1 予備費

収支差

※不足額は内部留保資金により補てんする。

備　考

50,031 4,592,594

9,882 2,167,589

9,882 2,049,932

40,149 23,888

93,769

40,149 2,313,926

2,030,905

294,850

265,504

223,315

279,161 142,875

49,724

86,562

3,860

27,495

27,495

63,584

63,584

20,000

20,000

△ 4,582,712
工業用水道事業会計長期
貸付金償還金を除く
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２　工業用水道事業会計

（１）収益的収入及び支出
（単位：千円）

収益的収入 収益的支出

款 項 目 予定額 款 項 目 予定額 備　考

1 事業収益 1 事業費

1 営業収益 1 営業費用

1 秋田工業用水道 1 維持管理費 減価償却費

使用料 動力費

2 営業雑収益 委託費

2 営業外収益 人件費

1 受取利息 2 一般管理費 人件費

2 長期前受金戻入 物件費

3 雑収益 2 営業外費用

1 支払利息 企業債利息

借入金利息

2 雑支出

3 消費税及び地方

消費税

3 予備費

1 予備費

収支差

備　考

1,267,196 1,221,840

1,021,437 1,177,856

1,018,742 勝平系(25社) 982,900 1,159,759 533,450

御所野系(4社) 35,842 209,057

2,695 177,049

245,759 52,894

1,380 18,097 10,498

243,866 7,102

513 38,984

16,508 16,084

424

1

22,475

5,000

5,000

45,356
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（２）資本的収入及び支出
（単位：千円）

資本的収入 資本的支出

（収入の予定はなし） 款 項 目 予定額 備　考

1 資本的支出

1 改良費

1 秋田工業用水道

改良費

2 企業債償還金

1 企業債償還金

3 他会計借入金償還金

1 その他長期借入金

4 予備費

1 予備費

収支差

※不足額は内部留保資金により補てんする。

457,002

237,543

237,543

174,309

174,309

40,150

40,150

5,000

5,000

△ 457,002
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（参考）前年度比較表
（単位：千円）

電気事業会計 令和７年度 令和８年度 比　　較

収　　　入　　Ａ

うち電力料

支　　　出　　Ｂ

うち営業費用

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ

収　　　入　　Ａ

うち他会計からの長期貸付金償還金　　Ａ'

支　　　出　　Ｂ

うち建設改良費

収　支　差　　Ａ－Ａ'－Ｂ＝Ｃ

補　て　ん　財　源

内部留保資金

工業用水道事業会計 令和７年度 令和８年度 比　　較

収　　　入　　Ａ

うち秋田工業用水道使用料

支　　　出　　Ｂ

うち営業費用

収　支　差　  Ａ－Ｂ＝Ｃ

収　　　入　　Ａ

支　　　出　　Ｂ

うち改良費

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ

補　て　ん　財　源

内部留保資金

9,384,394 6,984,825 △ 2,399,569

9,096,411 6,631,577 △ 2,464,834

6,255,160 4,689,008 △ 1,566,152

5,868,447 4,636,423 △ 1,232,024

3,129,234 2,295,817 △ 833,417

57,048 50,031 △ 7,017

40,048 40,149 101

2,612,056 4,592,594 1,980,538

2,528,939 4,481,515 1,952,576

△ 2,595,056 △ 4,582,712 △ 1,987,656

2,595,056 4,582,712 1,987,656

2,595,056 4,582,712 1,987,656

1,052,762 1,267,196 214,434

803,500 1,018,742 215,242

1,217,651 1,221,840 4,189

1,177,529 1,177,856 327

△ 164,889 45,356 210,245

0 0 0

315,069 457,002 141,933

98,160 237,543 139,383

△ 315,069 △ 457,002 △ 141,933

315,069 457,002 141,933

315,069 457,002 141,933

収
益
的
収
支

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

資
本
的
収
支
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１ 目 的

秋田工業用水道の健全な経営を確保するため、国の算定基準に基づき工業用水道使用料の額を改定する。

＜参考＞
（１）工業用水道の概要

・給 水 開 始 昭和４６年７月１日
・給水事業所数 ２９者
・契約給水量 １３０,１２０㎥／日

（２）これまでの改定状況 （単位：円／㎥、税抜き）

秋田県工業用水道条例の一部を改正する条例案について
公 営 企 業 課

２ 改定内容

令和８年４月１日から、使用料の額を次のとおりとする。

（単位：円／㎥、税抜き）

（Ｂ）－（Ａ）改定（Ｂ）現行（Ａ）区分

＋４.１２（＋２６.８％）１９.５０１５.３８基本料金

＋８.２４（＋２６.８％）３９.００３０.７６超過料金

超過料金基本料金

84昭和４６年 ７月１日～

105昭和４９年 ４月１日～

189昭和５０年１１月１日～

2512.50昭和５５年１０月１日～

29.4614.73平成１０年 ４月１日～

30.7615.38令和 ３年 ４月１日～

浄水施設

53


	【確定版２】⑤－01_20260217_修正後_【委員会用】令和８年度産業労働部の施策について.pdfから挿入したしおり
	スライド 1


